
事業の詳細などお問い合わせは

設備の高効率化改修支援事業のうち、
設備の高効率化改修による省CO2促進事業

事 業 名

設備の省エネ改善部品・部材の交換・追加を支援します。

補助対象者 募集開始

・地方公共団体 ・民間事業者 平成31年4月頃（予定）

補助要件

補助内容
政令指定都市未満地方公共団体・小規模事業者

省エネ改善の部品・部材の
交換・追加費用の１/２（２/3）を支援

設備の大幅なエネルギー効率を
改善する部品・部材の交換・追加
例：ボイラー設備の保温材追加

空調設備のインバータ制御装置追加・熱交換器の交換
蓄電池設備のセル電池の交換

・設備のエネルギー効率が悪い。

・設備全体を更新する金銭的な余裕はない。

・光熱費等の経費を安くしたい。

・CO2排出量を削減したい。 etc.

上記以外の地方公共団体・民間事業者

省エネ改善の部品・部材の
交換・追加費用の1/３（1/2）を支援

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8355 FAX：03-3580-1382

支援イメージ

補助による部品の交換・追加

地方公共団体・民生部門の施設における大幅なCO2削減

（例）
・ファンベルトの交換 ・高効率モーターへの交換
・リチウム電池等のセルの交換
・フラッシュ蒸気回収装置の追加
・ファンへのインバーター追加
・水素製造装置スタックの交換 …等

コンプレッサーの
モーターが
旧式・老朽化

ファン
ベルトの
劣化地方公共団体

等の施設

設備は…
設備内の部品・
部材の劣化
あるいは、

旧式設備による
効率低下！

このような

地方公共団体、

民間団体に

おすすめします。

省エネ設備導入

地方公共団体向け 民間向け

ぜひ

ご検討

ください

※括弧内は再生可能エネルギー由来の設備改修



事業の詳細などお問い合わせは

設備の高効率化改修支援事業のうち、
熱利用設備の低炭素・脱炭素による省CO2促進事業

事 業 名

熱利用の低炭素・脱炭素化に寄与する設備導入を支援します。

補助対象者 募集時期

・民間事業者 ・エネルギーサービスプロパイダー 平成31年4月頃（予定）

補助要件
（予定）

補助内容
（予定）

・熱利用の低炭素・脱炭素化を図る設備導入費用を支援
補助率：１/２（中小企業は2/3）

熱利用設備において低炭素・脱炭素化に寄与する設
備導入事業及びそのCO2削減効果分析事業

・ 熱利用設備の新増設する設備導入
（例：給湯設備、蒸気ボイラ、加熱設備）

・ 上記に係るCO2削減効果分析

・熱利用設備の新増設を検討している。

・熱利用設備のCO2排出量を削減したい。

・地球温暖化対策でイメージを向上させたい。 etc.

ぜひ

ご検討

ください

・熱利用設備のCO2削減効果分析の一定額を支援
補助率：定額

支援内容の例

このような

民間団体に

おすすめします。

省エネ設備導入

民間向け

①CO2削減効果分析
熱利用設備の低炭素・脱炭素化を図った
場合のCO2削減効果を分析

②熱利用設備の低炭素・脱炭素化
熱利用を低炭素・脱炭素化する設備を新
増設

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8339 FAX：03-3580-1382



事業の詳細などお問い合わせは

設備の高効率化改修支援事業のうち、
温泉供給設備高効率化改修による省CO2促進事業

事 業 名

温泉供給事業者等の温泉供給設備更新時の省エネ設備導入を支援します。

補助対象者 募集時期

・温泉供給事業者 ・民間事業者 ・地方公共団体

※国民保養温泉地での申請には加点を予定。 平成31年4月頃（予定）

補助要件

補助内容
・省エネに寄与する部材・装置への改修費用を支援

補助率：補助対象経費の１/２を支援

温泉供給設備においてエネルギー効率を改善する
部材・装置の改修を行う事業及びその計画策定事業

・ 温泉供給設備の更新（例：配管、ポンプ、タンク、自動制御装置）
・ 上記に係る計画策定

・温泉供給設備が老朽化している。

・温泉供給設備の改修等を検討している。

・温泉供給設備等の光熱費を安くしたい。

・CO2排出量を削減したい。

・地球温暖化対策でイメージを向上させたい。

etc.

ぜひ

ご検討

ください

・改修のための計画策定費用の一定額を支援
（上限：１千万円）

支援内容の例

写真：富士化工(株)、新那須温泉供給(株)

温泉の
供給配管を
高断熱配管に

更新未保温管

環境省自然環境局自然環境整備課温泉地保護利用推進室 電話：03-5521-8280 FAX：03-3595-0029

このような

地方公共団体、

民間団体に

おすすめします。

省エネ設備導入

地方公共団体向け 民間向け



事業の詳細などお問い合わせは

設備の高効率化改修支援事業のうち、
PCB使用照明器具のLED化によるCO2削減推進事業

事 業 名

PCB使用照明器具からLED照明器具への買替えを支援します。

・PCB使用照明器具を早期処理したい。

・施設の照明器具が老朽化している。

・月々の電気代を削減したい。

・PCB使用照明器具の有無を確認したい。

・CO2排出量を削減したい。

etc.

ぜひ

ご検討

ください

補助対象者 募集時期

・民間事業者 平成31年4月頃（予定）

補助要件

補助内容

調査費用の1/10を支援(上限50万円)
LED照明器具の導入・設置費用の1/2を支援

・照明器具のPCB使用有無に係る調査
（昭和52年3月以前に建築・改修された建物等が対象）

環境再生・資源循環局廃棄物規制課 電話：03-6457-9096 FAX： 03-3593-8264

・PCB使用照明器具のLED照明器具への交換
（既にPCB使用照明器具が取外し済の場合、ランプの
みの交換の場合は対象外）

支援内容

70%程度の
省エネ

90kg-CO2/年・個
削減

PCB使用照明器具

LED照明器具

このような

民間団体に

おすすめします。

省エネ設備導入

民間向け



事業概要

１．設備の高効率化改修による省CO2促進事業

地方公共団体・民生部門で使用されている設備の部品・部材のうち、

交換・追加により大幅なエネルギー効率の改善とCO2の削減に直結する

ものに対して、部品交換・追加等に必要な経費の一部を支援。

２．熱利用設備の低炭素・脱炭素化による省CO2促進事業

熱利用の低炭素・脱炭素化に寄与する設備導入に必要な経費及びCO2

削減効果分析に係る経費の一部を支援。

３．温泉供給設備高効率化改修による省CO2促進事業

温泉供給事業者等において老朽化した集中管理型配湯設備の更新にあ

たり、よりエネルギー効率とCO2削減の実現が見込まれる高断熱配管等

の導入に必要な経費の一部を支援。

４．PCB使用照明器具のLED化によるCO2削減推進事業

使用中のPCB使用照明器具をLED一体型器具に交換することにより生じ

るPCB廃棄物の早期処理が確実な場合に限り、照明器具のPCB使用の有無

に係る調査費、LED一体型照明器具の導入及び設置に係る費用の一部を

支援。

期待される効果

● 設備への部品の交換・追加により、低コストでCO2排出量削減効果のあ

る手法の普及による大幅なCO2削減効果を期待

●幅広い主体に熱利用分野での低炭素・脱炭素化を促し、CO2削減効果に

対する分析や対策手法の一般化を図り、社会への定着に期待

●温泉供給設備の更新の際に省エネ効果が高い設備に更新することで温泉

街を中心として地域全体での低炭素化を期待

● PCB廃棄物の期限内早期処理とCO2削減の同時達成

設備の高効率化改修支援事業 2019年度予算（案）
1,100百万円（1,200百万円）

４.PCB使用照明器具のLED化によるCO2削減推進事業

対象事業：エネルギー効率に寄与する部品・部材の交換、追加の改修
を行う事業

［対象事例］・ボイラー設備：保温材の追加
・空調設備：インバータ制御装置の追加／熱交換器の交換
・蓄電池設備：セル電池の交換 等

対象者：地方公共団体・民間事業者等
補助率：２／３、１／２、１／３
事業実施期間：平成29年度～32年度（2020年度）

１．設備の高効率化改修による省CO2促進事業

対象事業：PCB使用照明器具の有無に係る調査事業
PCB使用照明器具を高効率なLED一体型照明器具に交換事業

対象者：民間事業者
補助率：調査事業（１／１０）LED導入に係る事業（１／２）
事業実施期間：平成29年度～31年度（2019年度）

３.温泉供給設備高効率化改修による省CO2促進事業［新規］

背景・目的

対象事業：温泉供給設備においてエネルギー効率に寄与する部材、
装置への改修を行う事業及びその計画策定事業

［対象事例］・温泉配管、貯湯槽、ポンプ、タンク、動力制御盤等の
設置等の更新及びその計画策定

対象者：温泉供給事業者、民間事業者、地方公共団体
補助率：改修事業（１／２），計画策定事業（定額）
事業実施期間：31年度（2019年度）～35年度（2023年度）

地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室
自然環境局自然環境整備課温泉地保護利用推進室
環境再生・資源循環局廃棄物規制課

 2030年度において、温室効果ガスを2013年度比26.0%減との中期
目標に向けて、分野を問わずCO2排出量削減を着実に実行する必要が
ある。

 削減目標達成には、熱利用をはじめとする脱炭素型社会の実現や民生
部門おける省エネ手法等を一般化し、普及を図ることが必要である。

対象事業：熱利用の低炭素・脱炭素化に寄与する設備導入事業
及びCO2削減効果分析を行う事業

対象者：民間事業者等
補助率：設備導入事業（２／３、１／２）、削減効果分析事業（定額）
事業実施期間：31年度（2019年度）～35年度（2023年度）

2.熱利用設備の低炭素・脱炭素化による省CO2促進事業［新規］



事業目的・概要等

イメージ

事業概要

事業スキーム

期待される効果

背景・目的

 地方公共団体の所有する各種施設や民生部門では、財政上の

理由等から効率の低下した設備を限界まで使用しており、エ

ネルギーコストの増大及びCO2排出量の増大を招いている。

さらに、エネルギーコストの増大が更なる経費圧迫を生み、

新たな設備投資ができないという悪循環に陥っている。

 この課題を解決するため、機器全体の更新が困難な事業者に

対して、エネルギー効率、CO2削減に寄与する部品や部材に

着目し、部分的な改修・交換や追加により、地方公共団体等

の各種施設において低コストでCO2排出量削減が実現できる

手法を普及させることが不可欠である。

地方公共団体・民生部門で使用されている設備の部品・部材
のうち、交換・追加により大幅なエネルギー効率の改善とCO2
の削減に直結するものに対して、部品等の交換・追加に必要な
経費の一部を補助する。

平成30年度要求額
2,000百万円（500百万円）

部品・部材は。。

地方公共団体等の施設

コンプレッサーの
モーターが旧式
・老朽化

ファンベルト
の劣化

補助対象経費：設備のエネルギー効率を改善する部品・部材
の交換・追加に要する費用

事業実施期間：平成29年度～32年度（2020年度）

（例）
・ファンベルトの交換
・高効率モーターへの交換
・リチウム電池等のセルの交換
・フラッシュ蒸気回収装置の追加
・ファンへのインバーター追加
・水素製造装置スタックの交換

・・・等

補助による部品の交換・追加

国

・地方公共団体（政令指定都市未満）
・民間事業者（小規模事業者）

等

非営利法人

（補助率）

1/2,2/3※

（補助率）
定額 補助金

補助金
・地方公共団体（上記以外）
・民間事業者（上記以外）

等（補助率）

1/3,1/2※

地方公共団体・民生部門の施設における大幅なCO2削減

設備内の部品・部材の劣化
あるいは、旧式設備による効率低下！

設備の高効率化改修支援事業のうち

設備の高効率化改修による省CO2促進事業

 設備への部品の交換・追加により、低コストでCO2排出
量削減効果のある手法の普及による大幅なCO2削減効果
を期待

 資力の少ない事業者の施設においても大幅なCO2削減を
図る事が可能なモデルを提示し、横展開を図ることで、
非住宅建築物のストック全体に対して2030年に8%の波
及効果を期待しており、業務その他部門のCO2削減目標
（40％）の達成に寄与する

※再生可能エネルギー由来の設備に対する追加・交換事業



背景・目的

事業概要

設備の高効率化改修支援事業のうち

熱利用設備の低炭素・脱炭素化による省CO2促進事業

期待される効果

イメージ

事業スキーム

 我が国のエネルギー消費量の4分の3はエネルギーが熱として使われており、

この分野の低炭素・脱炭素化方策の確立が急務となっている。

 熱利用分野を低炭素・脱炭素化する方策としては、各国において電源の再エ

ネ主力化を見据えた電気式設備の導入や再エネ熱の利用による熱源の確保が

進められている。

 特に世界的にはモビリティをはじめとして電動化という形で運輸部門の低炭

素・脱炭素化が進んでいるが、我が国においては、モビリティはもとより熱

利用分野の低炭素・脱炭素化が進んでいない。

 そこで、本事業により熱利用設備の低炭素・脱炭素化を促し、熱利用分野の

CO2削減を進めていく必要がある。

事業期間：31年度（2019年度）～35年度（2023年度）

補助対象：民間企業及び/又は適切な設備管理が出来る

エネルギーサービスプロバイダー

※対象は新増設する設備

①CO2削減効果分析
熱利用設備の低炭素・脱炭素化を図った場合のCO2削減効果分
析に対して支援を行う。
【定額補助】

②熱利用設備の低炭素・脱炭素化によるCO2削減

熱利用の低炭素・脱炭素化に寄与する設備導入に対して支援を

行う。

【補助率：1/2（中小企業は2/3）】

※①、②とも自社での分析や設備導入後の最適運転が難しい事業

者については、エネルギーサービスプロバイダー（エネルギー

の小売りと併せて設備の最適運転を行える者）との共同申請を

必須とする。

 熱利用分野の低炭素・脱炭素化に向けた分析や方法論の一般化、社会への定

着。

 設備への初期投資が難しい場合は、リース料や光熱費、役務費としての支払

いを一般化させることで、幅広い主体に熱利用分野の低炭素・脱炭素化を促

す。

 専門人材の不足やIoTや遠隔監視の普及を見据え、設備が導入されても最適

運転されない状態を防ぎ、設備導入後の最適運転を行える体制を構築する。

【課題】
・熱利用を低炭素・脱炭素化する方
法が分からない

・設備導入のイニシャルコスト負担
により導入を断念

・設備導入後に最適な運転が出来る
人材が不足

①CO2削減効果分析
（定額補助）

⇒低炭素・脱炭素化に向
けた分析や方法論の一
般化、社会への定着

②熱利用設備の低炭素・脱炭素化によるCO2削減
（1/2補助（中小企業は2/3補助））

⇒設備への投資が難しい場合は、リースやエネル
ギーサービスプロバイダーからの役務提供に
より、設備導入者の支出を平準化

⇒エネルギーサービスプロバイダーが設備の最適
運転を行うことで省CO2効果を確保

事業目的・概要等

国 非営利法人

（補助率）
①定額

②1/2、2/3
民間事業者等

（補助率）定

額

補助金 補助金



設備の高効率化改修支援事業のうち

温泉供給設備高効率化改修による省CO2促進事業

温泉供給事業者等が温泉供給設備の更新にあたり、より省エネ効果が高

い設備を導入する費用の一部を補助する。

①温泉供給設備（配管、ポンプ、タンク、自動制御装置等）省エネ更新

に対する補助

②上記①に係る計画策定

背景・目的 事業概要

事業スキーム

○温泉は地域固有の熱源であり高いポテンシャルを秘めているが、熱源である温
泉を供給するための設備が老朽化し、その熱エネルギーとしてのポテンシャル
を十分発揮できているとは言えない温泉地も多い。

○特に温泉の集中管理は資源保護及び温暖化対策の観点から多くの温泉地で導入
されている仕組みであるが、その多くが導入から30～40年が経過し更新が必要
となっている。

○高断熱配管等に更新することにより省エネ化を図るとともに、温泉熱の再エネ
としての多段階での活用の余地は大きい。

○そのため、今後更新が進められる温泉供給設備に対し、より省エネ効果が高い
設備への更新を行う者を支援することにより、温泉街を中心とした地域全体で
の省エネ化と再エネ設備導入の促進を図る。

期待される効果

事業目的・概要等

・温泉供給設備の更新の際に省エネ効果が高い設備に更新することで温泉

街を中心として地域全体での低炭素化が図れる。

・全国に１５０以上ある集中管理を導入している温泉地に波及することに

より、全国の温泉地の低炭素化と資源管理を同時に解決。

イメージ

実施期間：31年度（2019年度）～35年度（2023年度）

国 非営利法人

（補助率）
1/2、定額

温泉供給事業者
地方公共団体
民間事業者等

（補助率）定

額

補助金 補助金

集中管理配湯方式簡略図

洞爺湖温泉利用協同組合HPより

未保温管

貯湯槽（保温前） 貯湯槽（保温後）

温泉供給設備（配管、ポ
ンプ、タンク、制御装置
等）を省エネ効果が高い
設備に更新することによ
り温泉街全体での低炭素
化を図る。

温泉の供給配管を高
断熱配管に更新

貯湯槽の保温を
実施

設備更新例

写真：富士化工(株)、新那須温泉供給(株)



① 産業部門及び民生（業務）部門においては、昭和47年に製造中止され
たPCBを使用する電気製品や電気工作物を未だ使用し続けている事業
者が相当数存在する。

② このような電気製品等の典型的な例が、照明器具や受電設備（変圧器
（トランス）、コンデンサ等）である。

③ このような極めて古い電機製品等は、同種の低炭素型製品と比較する
と、消費電力の点から大変非効率なものであり、これを交換・適正処
理することで、大幅なCO2削減効果が見込まれる。

④ 当該電気製品等はPCBを使用するものであることから、期限内に使用
を終了してPCB廃棄物として適正に処理する必要があるが、処理費用
に加えて買い替え費用が必要となり、PCB廃棄物の期限内処理の障害
となっている。

⑤ 本事業ではCO2排出削減及びPCB早期処理のコベネフィットを達成す
るため、使用期間が40年程度の極めて古い使用中のPCB使用照明器具
のうち、低炭素型のものへの交換による効果が著しく高いものの交換
を支援することにより、その廃棄物の期限内の早期処理を確実なもの
とすることで、上記課題の解決を目的とする。

昭和47年以前に製造された使用中のPCB使用照明器具を一定以上の
CO２削減効果のあるLED照明器具へ交換する事業に関し、これにより
生じるPCB廃棄物の早期処理が確実な場合に限り、照明器具のPCB使用
の有無に係る調査費、低炭素型製品の導入及び設置に係る費用の一部を
支援（ランプのみの交換は適用外）。

背景・目的

事業概要

事業スキーム

平成25年度予算
○○百万円

非営利法人 電気製品等所有者

期待される効果

・PCB廃棄物の処理に伴う低炭素化を通じた温暖化対策の推進（10年間
で約73,000トンのCO2排出量を削減）

・PCB廃棄物の期限内早期処理とCO2削減の同時達成

事業期間：平成29年度～31年度（2019年度）（３ヶ年）

70%程度の省エネ
90kg-CO2/年・個削減

○ PCB使用照明器具を特定するためには、PCBを使用している蓋然性の高い照明器具にPCB
が使用されているか、調査を行わなければならない。

○ 照明器具を交換する場合、低炭素型製品の導入費用に加え、廃棄すべき器具の中間貯
蔵・環境安全事業（株）（JESCO）への処分費用等が必要であり、これらの費用を電気料
金の削減効果で賄うには、照明器具の推奨交換期間10年を大きく超えた使用年月が必要な
ため、その交換が進んでいない。

○ JESCOのPCB使用安定器の処理は、全国２箇所において、当初想定の処理対象エリアを
平成27年から拡大して行うこととなったため、処理期限達成のためには、可能な限り早期
にPCB使用安定器の処理を行う必要がある。

○ このため、低炭素型製品の調査、購入及び設置費用の一部を補助し、交換・廃棄等に必
要な費用を概ね10年分の電気代削減効果で賄えるようにするとともに、PCB使用安定器の
早期処理を加速化するため、平成29年度から３年間限定で集中的に本事業を行うこととす
る。

事業イメージ

電気料金等
９万円

電気料金
３万円

廃棄物処分料金
３万円（注）

電気料金
省エネ分等
６万円

支援対象 2.5万円
製品導入費の1/2

低炭素型製品
導入費
５万円

（注）中小企業者が処分料金
の70％を助成された際の自
己負担分

交換しない場合

照明器具の10年間
使用時のコスト比較
（照明器具１灯当たり）

交換する場合

廃棄物撤去・運搬料金
0.5万円

国
電気製品等
所有者

非営利法人

（補助率）
定額

補助金補助金

（補助率）
１／２

調査費は１／１０

FLR40型２灯用逆
富士型器具（昭和
47年以前製造）

LED一体型器具

※ 使用中のPCB使用照明器具数は104,248個（平成28年3月現在）

調査費
最大500万円

支援対象
最大50万円
(調査費の
1/10)

設備の高効率化改修支援事業のうち

PCB使用照明器具のLED化によるCO2削減推進事業


